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統計委員会基本計画部会第２ワーキンググループ会合（第７回） 議事概要 

 

 

１ 日 時 平成 20 年４月 18 日（金）10:00～12:00 

２ 場 所 中央合同庁舎４号館 共用第４特別会議室 

３ 出席者 舟岡委員（座長）、阿部委員、岩本委員、大守委員、田辺委員、冨浦委員、中村

委員、野村委員、櫨委員、三輪委員、山澤委員、吉岡委員 

内閣府、総務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、

日本銀行、東京都、埼玉県 

【事務局】 

    中島内閣府統計委員会担当室長、長谷川内閣府統計委員会担当室参事官 

    貝沼総務省政策統括官（統計基準担当）、犬伏総務省政策統括官付統計審査官 

 

４ 議 事 （１）グローバル化関連統計について 

      （２）サービス活動分野の統計（情報通信）について 

      （３）ストック統計について 

      （４）その他 

 

５ 議事概要 

（１）グローバル化関連統計について 

冨浦委員から、資料１に基づき、「グローバル化関連統計」についての説明があった。

主な質疑は以下の通り。 

・ そもそも「グローバル化」や「海外生産比率」といった概念は一体何なのか。単に

日本企業の株式保有比率を切り口とした情報にどれだけの価値があるのか疑問。「日本

の」ということが何を意味するのか、率直に考える必要がある。 

・ 国内に拠点をおいて、そこで意思決定が行われている企業について、その海外展開

まで含めて調査する、そういう企業を対象とするのが実際上適切ではないか。その際、

何かしらの基準に則って対象を限定することが必要。 

・ 我が国の「海外事業活動基本調査」の手本となったアメリカの対外直接投資に関す

る調査にしても、税制上の必要など明確な理由があって実施している。「海外事業活動

基本調査」を改善する上でも、アメリカの調査を徹底的に調べて、徹底した検討を行

うべき。 

・ 経済動向、企業実態がどうなっているか正確に捉えないと、政策立案時にいろい   

ろと支障を来す。海外でのいろいろな調査を精査した上で、海外における日本の企業

形態がどうなっているか正確に把握する必要がある。 

・ 現行統計における「域内貿易比率」、「海外生産比率」といった概念は、体系的な観

点からは不十分。例えばＳＮＡのサテライト勘定に取り入れるとすればどうなるかと

いった検討が必要。 

・ 21 年経済センサス-基礎調査では母集団情報を集めることとしているが、どういう
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母集団情報を把握することが企業ないし事業所の活動状況を調査するときに活用でき

るのか、一度きちんと議論すべき。 

・ 「グローバル化関連統計」については、後日、貿易関係統計について報告していた

だくこととなっているので、その際に海外子会社活動についても合わせて報告をして

ほしい。 

 

（２） サービス活動分野の統計（情報通信）について 

  田辺委員から、資料２に基づき、「サービス活動の統計（情報通信）」についての説

明があった。主な質疑は以下の通り。 

・ 質の議論をしようとすると、サービスのアウトプットとは何かを議論しないといけ

ない。今後重要となる情報通信分野において、アウトプットの価格と質を識別する議

論を始めるための土台について、何か考えているのか。 

・ 単にＩＴを供給する産業だけではなく、需要サイド、利用者側からみたＩＴの活用

状況をどう統計データとして捉えるかという問題も一方にあると思う。その切り口を

うまく整理して、この課題への対応を図るべき。 

  ・ インターネットを介しての買い物について、根拠のない数字が流布しているが、昨

年１１月改定の産業分類で無店舗小売業という分類が新たに中分類として設けられた

ので、その分類に従って各種の統計調査が整備されれば、あと数年で明らかになるだ

ろうと考えている。 

  ・ 情報通信分野に関する統計の整備は、その対象を広げると何でも入ってくるので、

あまり広げないで、ある部分を切り取って、アウトプットが何かを考えるべき。 

  ・ この機会に分散型統計機構の弊害を一つでも切り崩す象徴的なものとして情報通信

分野の統計整備があるのではないか。総務省と経済産業省あるいは関係する府省が共

同して統計調査を実施する方向で検討すべきである。 

  ・ 情報通信サービスというのは一つの切り口だと思うが、ＩＴ戦略全体の中でどのよ

うに位置付けられるかということも踏まえながら、情報を整理していくことが必要で

あり、内閣のＩＴ戦略本部と連携を図りながら情報通信分野の統計の整備を進めてい

くことが大事。 

・ 切り込み方であるが、情報通信を用いて、サービス貿易を行っている場合、そのよ

うなものを同時に捉えることも大変重要ではないか。 

 

（３） ストック統計について 

  野村委員から、資料３に基づき、「ストック統計」についての説明があった。主な質

疑は以下の通り。 

・ 固定資本減耗について、ＩＯ表とＳＮＡの２つの基本的な統計の間で、概念や推

計方法に違いがあるのは好ましいことではないので、調整を図っていく必要がある

のではないか。 

・ 社会資本について、災害復旧に関するストックの推計については理解し難い点が

あるので、今後民間ストックと統一的な推計のフレームの中に納めていくべきでは

ないか。 
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・ 経済を全体的に捉える視点から、社会資本も加えて整合的な体系を目指すことは

望ましい。四半期系列のストックについても同じ方向性が必要である。 

・ ＳＮＡを離れて我が国の統計の体系的整備の方向として、投資財別に詳細な把握

をするばかりではなく、発電設備、空港、道路など社会インフラ、ライフラインな

どのキャパシティをどう測るかの観点も軸に加えるべきである。 

 

（４） その他 

  次回の会合は、「企業の組織内活動と外部化」、「知的財産活動」、「観光情報の総  

合的把握」及び「質の評価が困難なサービス活動」をテーマとして、５月１日（木）

10：00～ 中央合同庁舎４号館 共用第１特別会議室 で開催。             

 

 

以上 

 

＜文責 内閣府大臣官房統計委員会担当室 速報のため事後修正の可能性あり＞ 
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統計委員会基本計画部会第２ワーキンググループ会合（第８回） 議事概要 

 

 

１ 日 時 平成 20 年 5 月 1 日（木）10:00～12:00 

２ 場 所 中央合同庁舎４号館共用第１特別会議室 

３ 出席者 舟岡委員（座長）、大守委員、岡室委員、田辺委員、冨浦委員、野村委員、櫨委

員、三輪委員、門間委員、山澤委員 

総務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、日本銀

行、東京都、埼玉県 

【事務局】 

    中島内閣府統計委員会担当室長、長谷川内閣府統計委員会担当室参事官 

    貝沼総務省政策統括官（統計基準担当）、犬伏総務省政策統括官付統計審査官 

 

４ 議 事 （１）サービス活動分野の統計（企業の組織内活動と外部化）について 

      （２）サービス活動分野の統計（知的財産活動）について 

      （３）サービス活動分野の統計（観光情報の総合的把握）について 

      （４）サービス活動分野の統計（質の評価が困難なサービス活動）について 

      （５）その他 

 

５ 議事概要 

（１）サービス活動分野の統計（企業の組織内活動と外部化）について 

岡室委員から、資料１に基づき、「サービス活動分野の統計（企業の組織内活動と外部

化）」についての説明があった。主な質疑は以下の通り。 

・ 先週報告された「グローバル化関連統計（海外子会社活動の包括的な把握）」と通底

する問題意識で、賛同する。サービス活動を内外同じベースで把握することなどが重

要。 

・ 特に海外への外部委託について、現行の「企業活動基本調査」では本業と関係の薄

いバックオフィス的なものについてのみ調査され、最近増加している主たる業におけ

る研究開発や生産工程の一部の海外委託などは把握されておらず、改善が必要。 

・ 現在欠けている情報をどの調査で把握するかが問題。企業の親子関係などは経済セ

ンサスで把握すべきだが、外部委託などは「企業活動基本調査」の拡充などで対応す

ることが現実的か。同調査の対象外の産業についてどう把握するかも考えるべき。 

・ 「グローバル化関連統計」とも関連するが、企業活動を把握するに当たってどのよ

うな視点があり得るか、現行の統計ではどの視点が抜けているか、それを補うにはど

の調査を用いるべきかなどを整理してもらえると有り難い。 

・ サービス活動を捉えるのに、企業単位で捉えるべきものと事業所単位で捉えるべき

ものとを役割分担すべき。企業内の事業所間取引を捕捉し、21 年経済センサスによる

名簿情報を組み合わせることによって、かなりのことが明らかになると思われる。そ

れらを踏まえた上で、どのような調査や調査項目が新たに必要になるかを考えるべき。 
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（２） サービス活動分野の統計（知的財産活動）について 

  田辺委員から、資料２に基づき、「サービス活動の統計（知的財産活動）」について

の説明があった。主な質疑は以下の通り。 

・ 知的資産の測定・概念規定は困難を伴うと思うが、海外においては既に取り組まれ

ているのか。知的財産に関する統計の遅れが我が国の研究開発活動などの遅れにつな

がっているのか。 

・ 海外の状況については詳らかでないが、日本が進んでいるわけでは必ずしもない。

ただし特許庁の「知的財産活動調査」は世界の中でも進んでいるもの。 

・ 我が国の大学に対する支出の対ＧＤＰ比は先進国の中でも際だって低いが、そうし

た事実がなかなか統計に出てこないことが問題。特に金額ベースのデータに乏しい。

統計を整備することを通じて、そうした問題に光を当てていくべき。 

・ 研究員・研究者の定義が統一されていないといった国際比較上の問題を克服してい

くべき。 

・ 大学・企業間の人の流れなど、研究開発のネットワークが十分把握されていないこ

とが問題。 

・ 統計間の連携を通じて、研究開発のインプットとアウトプットを統一的に捉えるこ

とが出来るようにすべき。 

・ 中小企業の日頃の創意工夫・特許出願されないものなど、「目に見えない」研究開発

活動を何とか把握できるように出来ないか。 

・ 「科学技術研究調査」、「特許データベース」、「知的財産活動調査」を接合できるよ

うにすることが望ましい。その際、産業分類も通常の分類より技術分野に即した分類

を用いる方が適切ではないか。 

 

（３） サービス活動分野の統計（観光情報の総合的把握）について 

  田辺委員から、資料３に基づき、「サービス活動分野の統計（観光情報の総合的把握）」

についての説明があった。主な質疑は以下の通り。 

・ 宿泊旅行統計調査の継続的な整備を図る必要があるとのことだが、経済センサス

だけでは動態的な実態を捉えることは困難なのではないか。 

・ 中間年の新設法人は把握可能。廃止事業所については「サービス産業動向調査」

で捉えていくことになる。従業者 10 人未満については標本調査などで補う必要があ

るが、高い回収率は望めないなどの問題がある。 

・ 宿泊業の動向を把握するだけなら、商業統計で言う「既存店ベース」のような数

字を取るといった工夫もあり得る。 

・ 観光業は小規模業者が多く、そうした零細事業者の把握は重要。また季節的に営

業する事業者をどう把握するかについても留意が必要。 

・ 都道府県別観光統計について、何らかの明確な基準を打ち出して相互に比較可能

な数字が出されるようにする必要があるのではないか。 

・ 地方としても、他の自治体と比較可能となるような基準を打ち出してもらうこと

は有り難い。 
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 （４） サービス活動分野の統計（質の評価が困難なサービス活動）について 

  三輪委員から、資料４に基づき、「サービス活動分野の統計（質の評価が困難なサー

ビス活動）」についての説明があった。主な質疑は以下の通り。 

・ 委員指摘のような問題は、生産性や国民経済計算の専門家・実務者を含め、ほと

んど既にコンセンサスが得られているもの。引用されているグリリカス、トリプレ

ット、アトキンソンについても、国民経済計算の文脈の中で議論を行っており、当

ＷＧの問題意識が彼らの議論からかけ離れている訳では全くない。 

・ サービス活動のアウトプットを測ることの困難が分かっていながら何故解決策が

なかなか見つからないのかに踏み込んだ提言を期待したい。 

 

（５） その他 

  次回の会合は、「母集団情報の整備（ビジネスレジスター）」、「ＳＮＡ推計のため

の基礎統計の整備（確報）」、「ＳＮＡ推計のための基礎統計の整備（ＱＥ）」、そして

「労働・所得統計」をテーマとして、5 月 9 日（金）10：00 から中央合同庁舎４号

館共用第４特別会議室で開催。             

 

 

以上 

 

＜文責 内閣府大臣官房統計委員会担当室 速報のため事後修正の可能性あり＞ 

 


